
証券コード 8011

第76期定時株主総会

招集ご通知
【開催日時】
2019年3月28日（木曜日）午前10時

（受付開始：午前９時）

【開催場所】
東京都新宿区市谷本村町4番1号
ホテルグランドヒル市ヶ谷
東館3階 瑠璃
※�会場が前回と異なっておりますので、末尾の
「株主総会会場ご案内図」をご参照のうえ、�
ご来場をお願い申しあげます。

【決議事項】
会社提案
第１号議案　剰余金の処分の件　
第２号議案　定款一部変更の件（決算期の変更）
第３号議案　定款一部変更の件
	 （取締役会の招集者および議長の変更）
第４号議案　譲渡制限付株式報酬制度導入の件
第５号議案　取締役７名選任の件
第６号議案　監査役２名選任の件
第７号議案　補欠監査役１名選任の件
株主提案
第８号議案　取締役に対する株式報酬導入の件
第９号議案　剰余金の処分（増配）の件



TIMELESS WORK.　ほんとうにいいものをつくろう。 

当社は、2013年にこれからの方向性を社内外に指し示すことを目的とし、
タグライン「TIMELESS WORK. ほんとうにいいものをつくろう。」を策定いたしました。

この「TIMELESS WORK. ほんとうにいいものをつくろう。」は、
当社の社是である「真・善・美」と

当社が目指す「いつの時代でも変わらぬ価値のあるものづくり」を表した言葉であり、
改めて自らの立ち位置を確認し、生活者から共感・共鳴され、愛される企業になるため、

その指針となるメッセージとして掲げるものです。
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株主の皆様へ
第76期定時株主総会招集ご通知
議決権行使についてのご案内

株主総会参考書類
会社提案
第１号議案	 剰余金の処分の件
第２号議案	 定款一部変更の件 
	 （決算期の変更）
第３号議案	 定款一部変更の件 
	 （取締役会の招集者および 
	   議長の変更）
第４号議案	 譲渡制限付株式報酬制度 
	 導入の件
第５号議案	 取締役７名選任の件
第６号議案	 監査役２名選任の件
第７号議案	 補欠監査役１名選任の件

株主提案
第８号議案	 取締役に対する 
	 株式報酬導入の件
第９号議案	 剰余金の処分（増配）の件

提供書面
事業報告
計算書類
監査報告書

Our BRAND
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株 主 の 皆 様 へ

代表取締役社長

岩田  功

株主の皆様におかれましては、
平素より格別のご支援を賜り、厚く御礼申しあげます。
当社の第76期定時株主総会招集ご通知を
お届けいたします。

当社では、2017年に発表した中期経営計画「Sanyo Innovation Plan 
2017（SIP2017）」が今年最終年度を迎えます。
この2年間で、不採算事業からの撤退、在庫の圧縮、保有資産の有効 
活用・最適化などのさまざまな構造改革施策に取り組み、効率的で 
筋肉質な事業運営体制へと転換が進みました。

2019年は新たな成長に向けて、戦略実行を加速する一年と位置づけ
ます。
今後の当社の目指す姿を「ジャパン・プレミアム・ファッションカンパ
ニー」と定め、日本のクラフトマンシップに基づく圧倒的なモノづく
りをベースに、ブランディングとマーケティングを強化し、高品質で
高付加価値な商品を適正価格で提供する事業展開を実現します。
そのために、（1）プレミアムブランド化、（2）デジタルトランスフォー
メーション、（3）M&A・資本業務提携、の3つを重点戦略とし、それらに
対して積極的な投資を実行し各施策を強力に推し進めてまいります。

「ファッションを通じ、美しく豊かな生活文化を創造し、社会の発展に
貢献する」という当社の経営理念を実現するために、「お客様価値の 
創造」と「お客様価値の最大化」を追求し、お客様のニーズや課題に 
応えるための「商品、売場環境、接客・サービス、コミュニケーション」
を創造し提供することで、常に「お客様」から必要とされる企業であり 
続けることを目指します。

株主の皆様におかれましては、
今後とも変わらぬご支援をお願い申しあげます。
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株 主 各 位 証券コード  8011
2019年３月７日

東 京 都 新 宿 区 四 谷 本 塩 町 ６ 番 1 4 号
株 式 会 社 三 陽 商 会
代 表 取 締 役 社 長 岩 田 　 功

第76期定時株主総会招集ご通知
拝啓　株主の皆様におかれましては、平素より格別のご支援を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第76期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネット等により議決権を行使することができますので、お
手数ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、後記（５頁）の「議決権行使についてのご案内」に従っ
て議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

1 日　　時 2019年３月28日（木曜日）午前10時　(受付開始：午前９時）

2 場　　所 東京都新宿区市谷本村町４番１号
ホテルグランドヒル市ヶ谷　東館３階 瑠璃
(会場が前回と異なっておりますので、末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照のうえ、ご来場をお願い申しあげます。)

3 会議の目的事項 報告事項 １. 第76期（2018年１月１日から2018年12月31日まで）事業報告、連結計算書類なら
びに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第76期（2018年１月１日から2018年12月31日まで）計算書類報告の件
決議事項 ＜会社提案（第１号議案から第７号議案まで）＞

第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　定款一部変更の件（決算期の変更）
第３号議案　定款一部変更の件（取締役会の招集者および議長の変更）
第４号議案　譲渡制限付株式報酬制度導入の件
第５号議案　取締役７名選任の件
第６号議案　監査役２名選任の件
第７号議案　補欠監査役１名選任の件

＜株主提案（第８号議案から第９号議案まで）＞
(一部の株主様からご提案された議案）
第８号議案および９号議案は一部の株主様からのご提案であり、取締役会としては両議
案に反対しております。
第８号議案　取締役に対する株式報酬導入の件
第９号議案　剰余金の処分（増配）の件

4 議決権行使のお取り
扱い

(1) 書面とインターネット等により、二重に議決権を行使された場合は、インターネット等によるも
のを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

(2) インターネット等によって複数回重複して議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有
効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

(3) 株主提案の第８号議案は、会社提案の第４号議案に対する修正提案でありますので、双方に賛成
されないようご留意ください。共に賛成された場合は、双方につき無効として取り扱います。

(4) 株主提案の第９号議案は、会社提案の第１号議案に対する修正提案でありますので、双方に賛成
されないようご留意ください。共に賛成された場合は、双方につき無効として取り扱います。

以　上
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･ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
･ 本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の「連結注記表」および計算書類の「個別注記表」に表示すべき

事項に係る情報につきましては、法令および当社定款第16条の定めに基づき、インターネット上の当社ホームページに掲載し
ておりますので本招集ご通知の提供書面には記載しておりません。

･ 株主総会参考書類、事業報告、計算書類および連結計算書類の内容について、株主総会の前日までに修正をすべき事情が生じ
た場合には、書面による郵送または当社ホームページにおいて掲載することにより、お知らせいたします。

当社ホームページ（https://www.sanyo-shokai.co.jp/）

・「連結注記表」「個別注記表」･････当社ホームページ → 企業情報 → 投資家情報 → 招集通知

　（https://www.sanyo-shokai.co.jp/company/ir/notice.html）

・株主総会の前日までに修正をすべき事情が生じた場合のお知らせ･････当社ホームページ → 企業情報 → 投資家情報 → IRニュース

　（https://www.sanyo-shokai.co.jp/company/ir/news.html）

議決権行使についてのご案内
議決権は、以下の３つの方法により行使いただくことができます。

株主総会に
ご出席する方法

書面（郵送）で議決権を
行使する方法

インターネットで議決権を
行使する方法

当日ご出席の際は、お手数ながら、同
封の議決権行使書用紙を会場受付へ
ご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に各議案の
賛否をご表示のうえ、ご返送くださ
い。

７ページの案内に従って、議案の賛否
をご入力ください。

株主総会開催日時 行使期限 行使期限

2019年３月28日（木曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

2019年３月27日（水曜日）
午後６時到着分まで

2019年３月27日（水曜日）
午後６時まで
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議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

議決権行使書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

会
社
提
案

株
主
提
案

議 案 第１号
議　案

第２号
議　案

第３号
議　案

第４号
議　案

第７号
議　案

第５号
議　案

　下の候補　（者を除く）第６号議　案
　下の候補　（者を除く）

議 案

賛

否

第８号
議　案

賛

否

第９号
議　案

賛

否

賛

否

賛

否

賛

否

賛

否

賛

否

賛

否

見本
当社取締役会の意見をご確認
いただき議決権の行使をお願い
いたします。

※株主提案の第8号議案は、会社提案の第4号議案に対する修正提案でありますので、双方に賛成されないようご留意ください。
　共に賛成された場合は、双方につき無効として取り扱います。
※株主提案の第9号議案は、会社提案の第1号議案に対する修正提案でありますので、双方に賛成されないようご留意ください。
　共に賛成された場合は、双方につき無効として取り扱います。
※各議案に対して賛否の表示がない場合は、会社提案については「賛」、株主提案については「否」の表示があったものとして 

取り扱います。

こちらに、各議案の賛否をご記入ください。

賛成の場合　「賛」の欄に○印
反対の場合　「否」の欄に○印

会社提案（第1～4、7号議案） 会社提案（第5、6号議案）

賛成の場合　「賛」の欄に○印
反対の場合　「否」の欄に○印

株主提案（第8、9号議案）

全員賛成の場合　　　「賛」の欄に○印
全員否認する場合　　「否」の欄に○印
一部の候補者につき
異なる意思を表示
する場合

「賛」または「否」の欄に○印をし、
異なる意思を表示される当該候補者
の番号をご記入ください。

書面（郵送）およびインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行
使としてお取り扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効
な議決権行使としてお取り扱いいたします。

6
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「パスワード」を
入力

「次へ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読取っていただくと、PC向けサイトへ
遷移出来ます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読取ってください。1
議決権行使書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

会
社
提
案

株
主
提
案

議 案 第１号
議　案

第２号
議　案

第３号
議　案

第４号
議　案

第７号
議　案

第５号
議　案

　下の候補　（者を除く）第６号議　案
　下の候補　（者を除く）

議 案

賛

否

第８号
議　案

賛

否

第９号
議　案

賛

否

賛

否

賛

否

賛

否

賛

否

賛

否

賛

否

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

会
社
提
案

株
主
提
案

議 案

議 案

見本

見本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　午前9時～午後9時）

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
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株主総会参考書類

＜会社提案（第１号議案から第７号議案まで）＞
第１号議案 剰余金の処分の件

　当期の期末配当につきましては、引き続き厳しい経営環境が続くものと思われますが、株主各位のご支援に報いる
ため、また安定的利益還元に配慮し、下記のとおり１株につき40円といたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
(1)配当財産の種類 金銭といたします。
(2)株主に対する配当財産の割当てに関する事項
     およびその総額

当社普通株式１株につき金 40円
総額 502,662,440円

(3)剰余金の配当が効力を生じる日 2019年３月29日
   （注）第９号議案に株主提案による本議案に対する修正提案がありますので、双方に賛成されないようご留意くだ

さい。共に賛成された場合は、第１号議案および第９号議案の双方につき無効として取り扱います。

8
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第２号議案 定款一部変更の件（決算期の変更）

1．提案の理由
　当社の事業年度は、毎年１月１日から12月31日までとしておりますが、ファッションを扱う事業を主体とする
当社にとって、春夏・秋冬商品というシーズン性の高い事業運営と決算期を一致させることが合理的であると判
断し、事業年度を毎年３月１日から翌年２月末日までに変更いたします。
　また、事業年度の変更に伴い、定時株主総会の招集時期を毎年５月に、定時株主総会の議決権の基準日を毎年
２月末日に、期末配当の基準日を毎年２月末日に、中間配当の基準日を毎年８月31日にそれぞれ変更し、事業年
度の変更にかかる経過的な措置として、附則を設けるものであります。

2．変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）

現行定款 変更案

（基準日） （基準日）
第12条　当会社は毎年12月31日の株主名簿に記録さ

れた株主をもって、定時株主総会において
権利を行使することができる株主とする。

（招集の時期）
第13条　当会社の定時株主総会は、毎年３月にこれ

を招集する。

第12条　当会社は毎年２月末日の株主名簿に記録さ
れた株主をもって、定時株主総会において
権利を行使することができる株主とする。

（招集の時期）
第13条　当会社の定時株主総会は、毎年５月にこれ

を招集する。

（事業年度）
第30条　当会社の事業年度は、毎年１月１日から12

月31日までとする。

（剰余金の配当）
 

第31条　株主総会の決議により、毎事業年度末日の
株主名簿に記録された株主または登録株式
質権者に対し、期末配当を行うことができ
る。

②　前項のほか、取締役会の決議により、毎年
６月30日の株主名簿に記録された株主また
は登録株式質権者に対し、中間配当を行う
ことができる。

（事業年度）
第30条　当会社の事業年度は、毎年３月１日から翌

年２月末日までとする。

（剰余金の配当）
第31条　　　　　（現行どおり）

②　前項のほか、取締役会の決議により、毎年
８月31日の株主名簿に記録された株主また
は登録株式質権者に対し、中間配当を行う
ことができる。

9
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現行定款 変更案

附則
（新設） 第１条　第30条（事業年度）の規定に関わらず、第

77期事業年度は2019年１月１日から2020
年２月29日までの14ヵ月とする。

（新設） 第２条　第31条（剰余金の配当）第２項の規定に関
わらず、第77期事業年度の中間配当の基準
日は2019年12月31日とする。

（新設） 第３条　本附則第１条から第３条は、第77期事業年
度に関する定時株主総会終結の時をもって
これを削除する。

10
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第３号議案 定款一部変更の件（取締役会の招集者および議長の変更）

1．提案の理由
　当社は、取締役会の柔軟な運営を可能とすることを目的として、取締役会の招集者および議長につき、取締役
社長に加えて、取締役会長においても務めることができるよう、必要な変更を行うものであります。

2．変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）

現行定款 変更案

（取締役会） （取締役会）
第22条　取締役会は、法令に別段の定めがある場合

を除き、取締役社長が招集し、議長となる。
ただし、取締役社長に事故あるときは、あ
らかじめ取締役会で定めた順序にしたがい
他の取締役がこれに代わる。

第22条　取締役会は、法令に別段の定めがある場合
を除き、取締役会長または取締役社長が招
集し、議長は、取締役会長または取締役社
長がこれにあたる。ただし、取締役会長お
よび取締役社長に事故あるときは、あらか
じめ取締役会で定めた順序にしたがい他の
取締役がこれに代わる。

②　前項の招集は、各取締役および各監査役に
対し、会日の３日前にその通知を発する。
ただし、緊急の場合は、これを短縮するこ
とができる。

②　　　（現行どおり）

③　取締役が取締役会の決議の目的事項につい
て提案した場合、当該事項の議決に加わる
ことのできる取締役全員が書面または電磁
的記録により同意の意思表示をし、監査役
が異議を述べないときは、取締役会の承認
決議があったものとみなす。

③　　　（現行どおり）

④　取締役会については本定款によるほか取締
役会の定める取締役会規則による。

④　　　（現行どおり）

11
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第４号議案 譲渡制限付株式報酬制度導入の件

　当社の取締役の報酬限度額は、年間450百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない。）と
2007年３月29日開催の第64期定時株主総会においてご承認いただいております。
　今般、当社は、役員報酬制度の見直しの一環として、当社の取締役（社外取締役を除く。以下「対象取締役」とい
う。）を対象に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値
共有を進めることを目的として、上記の報酬枠の範囲内で、対象取締役に対して、新たに譲渡制限付株式の付与のた
めの報酬を支給することとしたいと存じます。
　本議案に基づき、対象取締役に対して譲渡制限付株式の付与のために支給する報酬は金銭債権（以下「金銭報酬債
権」という。）とし、その総額は、上記の目的を踏まえ相当と考えられる金額として、年額100百万円以内（ただし、
使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない。）といたします。また、各対象取締役への具体的な支給時期および配
分については、取締役会において決定することといたします。
　なお、第５号議案「取締役７名選任の件」が原案どおり承認可決されますと、本議案の対象となる取締役は５名と
なります。
　また、対象取締役は、毎事業年度、当社の取締役会決議に基づき、本議案により支給される金銭報酬債権の全部を
現物出資財産として払込み、当社の普通株式について発行または処分を受けるものとし、これにより発行または処分
をされる当社の普通株式の総数は年50,000株以内（ただし、本議案が承認可決された日以降、当社の普通株式の株式
分割、当社の普通株式の無償割当、または株式併合が行われた場合、その他譲渡制限付株式として発行または処分を
される当社の普通株式の総数の調整が必要な事由が生じた場合には、当該総数を、合理的な範囲で調整する。）とい
たします。
　なお、その１株当たりの払込金額は各取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所における当社の普通株
式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）とします。また、これによる当社
の普通株式の発行または処分に当たっては、当社と対象取締役との間で、以下の内容を含む譲渡制限付株式割当契約
（以下「本割当契約」という。）を締結するものとします。

（ご参考）
　当社は、対象取締役のほか、当社の取締役を兼務しない執行役員に対しても、対象取締役に対するものと同様の譲
渡制限付株式を付与する予定です。

（１）譲渡制限期間
　対象取締役は、本割当契約により割当を受けた日より３年間から５年間までの間で当社の取締役会が予め定める期
間（以下「譲渡制限期間」という。）、本割当契約により割当を受けた当社の普通株式（以下「本割当株式」という。）
について、譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならない（以下「譲渡制限」という。）。

12
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（２）退任または退職時の取扱い
　対象取締役が譲渡制限期間満了前に当社の取締役および取締役を兼務しない執行役員のいずれの地位をも退任また
は退職した場合には、その退任または退職につき、任期満了、死亡その他正当な理由がある場合を除き、当社は、本
割当株式を当然に無償で取得する。

（３）譲渡制限の解除
　当社は、対象取締役が、譲渡制限期間中、継続して、上記（２）に定める地位にあったことを条件として、本割当
株式の全部について、譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除する。また、上記（１）の定めにかかわ
らず、当該対象取締役が、上記（２）に定める任期満了、死亡その他正当な理由により、譲渡制限期間が満了する前
に上記（２）に定める地位を退任または退職した場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数および譲渡制限を解
除する時期を、必要に応じて、合理的に調整するものとする。また、当社は、上記の規定に従い譲渡制限が解除され
た直後の時点において、なお譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

（４）組織再編等における取扱い
　上記（１）の定めにかかわらず、当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社
となる株式交換契約または株式移転計画その他の組織再編等に関する事項が当社の株主総会（ただし、当該組織再編
等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社の取締役会）で承認された場合には、当社の
取締役会の決議により、譲渡制限期間の開始日から当該組織再編等の承認の日までの期間を踏まえて合理的に定める
数の本割当株式について、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除する。また、当社は、上記に規定
する場合、譲渡制限が解除された直後の時点において、譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得
する。

（５）その他取締役会で定める事項
　上記のほか、本割当契約における意思表示および通知の方法、本割当契約の改定の方法その他取締役会で定める事
項を本割当契約の内容とする。
（注）第８号議案に株主提案による本議案に対する修正提案がありますので、双方に賛成されないようご留意くださ

い。共に賛成された場合は、第４号議案および第８号議案の双方につき無効として取り扱います。

13
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第５号議案 取締役７名選任の件

　取締役７名全員は、本総会終結のときをもって任期満了となります。つきましては、取締役７名の選任をお願いい
たしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏　名 現在の地位および担当等 属　性

1  い わ  

岩
 

 
た

田
 

　
 

　
 

 
いさお

功
代表取締役社長
兼 社長執行役員 経営統轄本部長
兼 デジタル戦略本部長

再 任

2  さ い  

齊
 

 
 と う  

藤
 

　
 

　
 

 
すすむ

晋
代表取締役
兼 専務執行役員 販売管掌
第三事業本部長

再 任

3  あ ら  

荒
 

 
い

居
 

　
 

　
 

 
とおる

徹
取締役
兼 常務執行役員 企画生産管掌
第四事業本部長

再 任

4  な か  

中
 

 
 や ま  

山
 

　
 ま さ  

雅
 

 
 ゆ き  

之 取締役
兼 常務執行役員 人事総務本部長 再 任

5  な か  

中
 

 
せ

瀬
 

　
 ま さ  

雅
 

 
 み ち  

通 相談役 新 任

6  ま つ  

松
 

 
だ

田
 

　
 き よ  

清
 

 
と

人 取締役 再 任 社 外 独 立

7 や

矢
 

 
の

野
 

　
 ま さ  

雅
 

 
 ひ で  

英 取締役 再 任 社 外 独 立

新 任 新任取締役候補者 再 任 再任取締役候補者 社 外 社外取締役候補者 独 立 証券取引所等の定めに基づく独立役員

14
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候補者
番　号 1  い わ  

岩
 

 
た

田
 

　
 

　
 

 
い さ お

功 (1959年３月14日)

所有する当社の株式数 2,000株
取締役在任年数 ６年
取締役会出席回数 16／16回

再　任

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1982年 4 月 当社入社
2003年 7 月 当社事業統轄本部経営企画室担当部長
2005年 1 月 当社経営統轄本部経営企画室長

兼コンプライアンス室長
2005年 2 月 当社事業本部業務統括室長
2008年 1 月 当社経営統轄本部経営企画室長

兼コンプライアンス室長
兼ウェブビジネス推進室長

2009年 1 月 当社執行役員経営統轄本部経営企画室長
兼コンプライアンス室長
兼ウェブビジネス推進室長

2013年 3 月 当社取締役
兼執行役員経営統轄本部経営企画室長
兼コンプライアンス室長

2014年 4 月 当社取締役
兼常務執行役員経営統轄本部長
兼人事総務本部長

2014年 7 月 当社取締役兼常務執行役員経営統轄本部長
2017年 1 月 当社代表取締役社長

2019年 1 月
兼社長執行役員経営統轄本部長
当社代表取締役社長兼社長執行役員
経営統轄本部長兼デジタル戦略本部長、
現在に至る

取締役候補者とした理由
岩田功氏は、営業部門、企画部門、経営企画部門、人事総務部門、経営統轄部門等を歴任し、当社の事業
全般に精通しているとともに、豊富な経験と高度な知識を有しております。現在代表取締役社長として、
当社の経営執行責任者の立場で事業を遂行し、経営の重要事項の決定および業務執行に対する監督など適
切な役割を果たしており、引き続き取締役の候補者といたしました。

候補者
番　号 2  さ い  

齊
 

 
 と う  

藤
 

　
 

　
 

 
す す む

晋 (1957年６月17日)

所有する当社の株式数 800株
取締役在任年数 ５年
取締役会出席回数 15／16回

再　任

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1982年 4 月 当社入社
2003年 7 月 当社大阪支店紳士服営業部部長
2006年 1 月 当社事業本部バーバリー事業部長補佐
2009年 1 月 当社執行役員事業本部バーバリー事業部長
2013年 1 月 当社常務執行役員事業本部

販売統括事業部長
2014年 3 月 当社取締役

兼常務執行役員事業本部販売統括事業部長

2014年 7 月 当社取締役
兼常務執行役員事業本部副本部長販売管掌

2015年 1 月 当社取締役
兼専務執行役員事業本部副本部長販売管掌
兼特命担当（大阪支店新事業推進）

2017
2018

年
年

1
3

月
月

当社取締役兼専務執行役員事業本部長
当社代表取締役兼専務執行役員事業本部長

2019年 1 月 当社代表取締役兼専務執行役員
販売管掌第三事業本部長、現在に至る

取締役候補者とした理由
齊藤晋氏は、営業部門を歴任し、経営者としての豊富な経験と高度な知識を有しております。現在代表取
締役として販売部門を管掌し、当社のブランド事業の推進と多様化するマーケットに対し事業領域の拡大
を図るなど、当社の事業に精通した役割を果たしており、引き続き取締役の候補者といたしました。
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候補者
番　号 3  あ ら  

荒
 

 
い

居
 

　
 

　
 

 
と お る

徹 (1960年10月16日)

所有する当社の株式数 ―株
取締役在任年数 ２年
取締役会出席回数 16／16回

再　任

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1983年 4 月 当社入社
2003年 7 月 当社婦人服第五企画部部長
2005年 2 月 当社事業本部バーバリー事業部

婦人バーバリーロンドンDIV長
2012年 1 月 当社執行役員事業本部

バーバリー事業部長補佐
2013年 1 月 当社執行役員事業本部バーバリー事業部長
2015年 7 月 当社執行役員事業本部ポールスチュアート

事業部長

2016年 7 月 当社執行役員事業本部企画統括事業部長
兼ポールスチュアート事業部長

2017年 1 月 当社常務執行役員事業本部副本部長
企画管掌

2017年 3 月 当社取締役
兼常務執行役員事業本部副本部長企画管掌

2019年 1 月 当社取締役兼常務執行役員企画生産管掌
第四事業本部長、現在に至る

取締役候補者とした理由
荒居徹氏は、企画部門を歴任し、豊富な経験と高度な知識を有しております。現在取締役として企画生産
部門を管掌し、ブランド事業の推進と多様化するマーケットに対し事業領域の拡大を図るなど、当社の事
業に精通した役割を果たしていることから、引き続き取締役の候補者といたしました。

候補者
番　号 4  な か  

中
 

 
 や ま  

山
 

　
 ま さ  

雅
 

 
 ゆ き  

之 (1961年6月15日)

所有する当社の株式数 ―株
取締役在任年数 １年
取締役会出席回数 16／16回

再　任

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1984年 4 月 当社入社
2003年 7 月 当社紳士服第三企画部長
2004年 2 月 当社第一事業部

紳士バーバリーロンドンDIV長
2005年 2 月 当社事業本部バーバリー事業部

紳士バーバリーロンドンDIV長
2006年 1 月 当社事業本部紳士服事業部業務室長
2008年 1 月 当社事業本部紳士服事業部

ポールスチュアートDIV長

2012年 7 月 当社事業本部企画商品統括事業部
紳士服企画部長

2014年 7 月 当社事業本部紳士服事業部長
2016年 7 月 当社事業本部企画統括事業部

紳士服企画部長
2017年 1 月 当社執行役員人事総務本部長兼総務部長
2018年 3 月 当社取締役兼常務執行役員人事総務本部

長、現在に至る

取締役候補者とした理由
中山雅之氏は、企画部門、業務管理部門、人事総務部門を歴任し、豊富な経験と高度な知識を有しており
ます。現在当社の人事総務本部長として、あらたな人事制度の策定や働き方改革を主体とした当社の構造
改革に精通した役割を果たしていることから、引き続き取締役の候補者といたしました。
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候補者
番　号 5  な か  

中
 

 
せ

瀬
 

　
 ま さ  

雅
 

 
 み ち  

通 (1949年8月11日)

所有する当社の株式数 9,854株
取締役在任年数 ―年
取締役会出席回数 ―回

新　任

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1974年 9 月 クーパース・アンド・ライブランド

ニューヨーク事務所入所
1982年 6 月 当社入社
1987年 3 月 当社取締役婦人子供服事業部長
1988
1989

年
年

3
3

月
月

当社常務取締役婦人子供服事業部長
当社専務取締役営業本部長

1991年 3 月 当社代表取締役副社長営業本部長
1993
2000
2013

年
年
年

3
2
3

月
月
月

当社代表取締役社長
当社代表取締役会長
当社相談役、現在に至る

取締役候補者とした理由
中瀬雅通氏は、経営者としての豊富な経験と幅広い知識を有しております。経営の重要事項の決定および
業務執行に対する監督などを適切に遂行することができるものと判断し、あらたに取締役の候補者といた
しました。

候補者
番　号 6  ま つ  

松
 

 
だ

田
 

　
 き よ  

清
 

 
と

人 (1952年9月6日)

所有する当社の株式数 ―株
取締役在任年数 ９年
取締役会出席回数 16／16回

再　任
社　外
独　立

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1975年 4 月 ㈱日本興業銀行入行
2002年 4 月 ㈱みずほコーポレート銀行執行役員
2004年 4 月 同行常務執行役員
2007年 4 月 みずほ証券㈱取締役副社長

2008年 4 月 ユニゾン・キャピタル　パートナー
2010年 3 月 当社取締役、現在に至る
2017年 6 月 SCSK㈱社外取締役、現在に至る
2018年４月 トパーズ・キャピタル㈱取締役会長、現

在に至る

社外取締役候補者とした理由
松田清人氏は、財務金融をはじめとして経営者としての豊富な経験と幅広い知識を有しており、その経験
をもって当社の経営の透明性、客観性の向上に貢献していただいていることから、引き続き社外取締役の
候補者といたしました。
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候補者
番　号 7 や

矢
 

 
の

野
 

　
 ま さ  

雅
 

 
 ひ で  

英 (1948年10月24日)

所有する当社の株式数 ―株
取締役在任年数 ３年
取締役会出席回数 15／16回

再　任
社　外
独　立

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1971年 4 月 三菱商事㈱入社
2004年 4 月 同社執行役員繊維本部長
2006年 4 月 同社常務執行役員生活産業グループCOO

兼ライフスタイル本部長
2010年 4 月 同社副社長執行役員生活産業グループCEO

兼国内統括

2010年 6 月 同社代表取締役兼副社長執行役員
2011年 4 月 同社取締役兼副社長執行役員東アジア統括

兼三菱商事（中国）有限公司社長
兼北京事務所長

2013年 6 月 同社顧問
2016年 3 月 当社取締役、現在に至る

社外取締役候補者とした理由
矢野雅英氏は、経営者としての豊富な経験と幅広い知識を有しており、その経験をもって当社の経営の透
明性、客観性の向上に貢献していただいていることから、引き続き社外取締役の候補者といたしました。

(注)1. 各候補者と当社との間に特別な利害関係はありません。
　　2. 中瀬雅通氏は新任の取締役候補者であります。
　　3. 松田清人氏および矢野雅英氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、それぞれの社外取締役としての在任期間は、本総会終結のときをも

　　 って松田清人氏が9年、矢野雅英氏が3年となります。
4. 松田清人氏および矢野雅英氏は社外取締役候補者であります。
5. 当社は、会社法第427条第１項に基づき、候補者松田清人氏、矢野雅英氏との間で、法令の定める限度まで、社外取締役の責任を限定する契

約を締結しており、各氏の再任が本総会において承認された場合には、各氏との間の当該契約を継続する予定であります。
6. 当社は、候補者松田清人氏、矢野雅英氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。各氏の再任が本総会において承 

認された場合には、当社は引き続き各氏を独立役員とする予定であります。
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第６号議案 監査役２名選任の件

　監査役玉井泉氏、三浦孝昭氏は、本総会終結のときをもって任期満了となりますので、あらたに監査役２名の選任
をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号 1  た ま  

玉
 

 
い

井
 

　
 

　
 

 
い ず み

泉 (1949年5月5日)

所有する当社の株式数 ―株
監査役在任年数 ４年
取締役会出席回数 16／16回
監査役会出席回数 13／13回

再　任
社　外
独　立

略歴、地位および重要な兼職の状況
1973年 4 月 ㈱三菱銀行入行
2000年 6 月 ㈱東京三菱銀行取締役
2005年 1 月 ㈱DCキャッシュワン取締役副社長

2009年 3 月 旭硝子㈱常勤監査役
2015年 3 月 当社監査役、現在に至る

社外監査役候補者とした理由
玉井泉氏は、経営者としての豊富な経験と実績、幅広い知識と見識を有しており、社外監査役としての職
務を適切に遂行することができるものと判断し、社外監査役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号 2 み

三
 

 
 う ら  

浦
 

　
 た か  

孝
 

 
 あ き  

昭 (1948年11月27日)

所有する当社の株式数 ―株
監査役在任年数 ４年
取締役会出席回数 15／16回
監査役会出席回数 13／13回

再　任
社　外
独　立

略歴、地位および重要な兼職の状況
1971年 4 月 ㈱トーメン入社
1984年 8 月 監査法人朝日会計社入社
1993年 7 月 同法人社員就任
2000年 7 月 朝日監査法人代表社員就任

2008年 6 月 あずさ監査法人代表社員退任
2009年 6 月 盟和産業㈱監査役
2015年 6 月 当社監査役
2016年 6 月 盟和産業㈱社外取締役、現在に至る

社外監査役候補者とした理由
三浦孝昭氏は、公認会計士としての専門的見地および豊富な経験を持ち、人格・見識も申し分ないことか
ら、社外監査役としての職務を適切に遂行することができるものと判断し、社外監査役として選任をお願
いするものであります。

(注) 1. 各候補者と当社との間に特別な利害関係はありません。
2. 玉井泉氏および三浦孝昭氏は社外監査役候補者であります。
3. 当社は、会社法第427条第１項に基づき、候補者玉井泉氏、三浦孝昭氏との間で、法令の定める限度まで、社外監査役の責任を限定する契約

を締結しており、各氏の再任が本総会において承認された場合には、各氏との間の当該契約を継続する予定であります。
4. 当社は、候補者玉井泉氏、三浦孝昭氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。各氏の再任が本総会において承認

された場合には、当社は引き続き各氏を独立役員とする予定であります。
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第７号議案 補欠監査役１名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者 わ

和
 

 
だ

田
 

　
 た か  

孝
 

 
お

夫 (1947年1月1日) 所有する当社の株式数 ―株

再　任
社　外
独　立

略歴、地位および重要な兼職の状況
1969年 4 月 ㈱三菱銀行入行
1997
2000

年
年

6
6

月
月

㈱東京三菱銀行取締役
同行常勤監査役

2003年 6 月 ダイヤモンドキャピタル㈱取締役社長
2005年10月 三菱UFJキャピタル㈱取締役会長

2007年 6 月 三菱マテリアル㈱常勤監査役
2011年 3 月 当社監査役
2015年 3 月 当社監査役退任
2017年 3 月 当社補欠監査役、現在に至る

補欠監査役候補者とした理由
和田孝夫氏は、財務金融をはじめとして経営者としての豊富な経験と幅広い知識を有しております。その経験をもって当社の監査役に適任である
と判断し、法令に定める監査役を欠くことになる場合に備え、補欠監査役候補者といたしました。

(注) 1. 候補者と当社との間に特別な利害関係はありません。
2. 和田孝夫氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
3. 当社は、候補者和田孝夫氏が監査役に就任した場合には、会社法第427条第１項の規定に基づき、当社と同氏との間で、法令の定める限度ま

で、社外監査役の責任を限定する契約を締結する予定であります。
4. 当社は、候補者和田孝夫氏が監査役に就任した場合には、同氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出る予定であります。
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＜株主提案（第８号議案から第９号議案まで）＞
第８号議案 取締役に対する株式報酬導入の件

1．提案の内容
　　社外取締役を除く取締役（以下、「対象取締役」といいます。）それぞれに対して、職務に対する報酬として、
　　現行の取締役報酬に追加して以下の条件にて金銭債権を支給する。
　　・当該金銭債権は譲渡制限付株式報酬に係る第三者割当て（自己株式の処分）に対する現物出資に充てられるも
　　　のとする
　　・対象取締役に支給する金銭債権の総額は年額１億円以内とする
　　・譲渡制限付株式の譲渡制限期間は、割当てを受けた日より３年から20年の間で取締役会が定める期間とする
　　・具体的な支給時期、処分する自己株式の数、配分等は取締役会で決定する

2．提案の理由
　　貴社の第75期有価証券報告書によると、平成29年12月末時点で貴社の取締役の株式持ち分の合計は時価で約5百
　　万円（平成30年12月28日の終値を元に試算）となっております。この水準は類似企業の非創業家取締役の持ち
　　分と比較して、極めて低い水準になっています。ご承知の通り株式報酬は会社経営陣と株主のベクトルを一致さ
　　せると共に、経営陣の「やりがい」と「報酬」を連動させ、中長期的に事業に対して良いスパイラルを生み出す
　　と考えております。尚、本議案の承認が得られた場合、貴社執行役員並びに主要子会社の取締役に対しても同様
　　の株式報酬制度を導入頂きたいと考えます。

　　（注）以上は、提案株主様から提出された提案内容および提案理由を原文どおり記載したものです。

［当社取締役会の意見］

反 対 取締役会としては、次の理由により本議案に 反対いたします。

　　　当社取締役会としては、本議案に反対いたします。
　　　当社は、2019年２月14日開催の取締役会において、役員報酬制度の見直しを行い、譲渡制限付株式報酬制度

の導入を決議するとともに、同制度に関する議案を本株主総会に付議することを決議し、2019年２月14日付で
「譲渡制限付株式報酬制度の導入に関するお知らせ」を公表しました。

　　　今般、当社は、役員報酬制度の見直しの一環として、当社の取締役（社外取締役を除く。以下「対象取締役」
という。）を対象に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一
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層の価値共有を進めることを目的として、既存の報酬枠の範囲内で、対象取締役に対して、新たに譲渡制限付株
式の付与のための報酬を支給することを付議しております（なお、当社は、対象取締役のほか、当社の取締役を
兼務しない執行役員に対しても、対象取締役に対するものと同様の譲渡制限付株式を付与する予定です）。

　　　提案株主も、株式報酬が会社経営陣と株主のベクトルを一致させると共に、経営陣の「やりがい」と「報酬」
を連動させ、中長期的に事業に対して良いスパイラルを生み出すと考えており、基本的な考え方や付与条件は当
社が本株主総会で付議する議案内容と同一のものと考えております。

　　　ただし、譲渡制限期間に関して、提案株主は「割当日より３年から20年の間で取締役会が定める期間」と長期
インセンティブも視野に入れた内容に対して、当社は「割当日より３年から５年の間で取締役会が定める期間」
と異なっております。

　　　当社といたしましては、当社の中期経営計画における計画期間との整合性や、役員退職金として付与すること
を企図しない観点から、譲渡制限期間を３年から５年の間という中期インセンティブとして付与する方が、株主
の皆様との一層の価値共有を進めるという制度導入の目的により合致するものと考えております。

　　　したがいまして、譲渡制限期間を「割当日より３年から20年の間で取締役会が定める期間」として株式報酬制
度を導入する本議案につきましては、反対いたします。

　　（注）本議案は、第４号議案に対する修正提案ですので、双方に賛成されないようご留意ください。共に賛成さ
れた場合は、第４号議案および第８号議案の双方につき無効として取り扱います。
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第９号議案 剰余金の処分（増配）の件

1．提案の内容
　　剰余金の処分（増配）の件
　　平成30年12月期の期末配当として、普通株式一株当たり金80円を配当する。

2．提案の理由
　　貴社は、平成30年９月末の連結貸借対照表にて現預金及び投資有価証券の合計額350億円を有し、そこから有利
　　子負債91億円を差し引いた純額も259億円となり、盤石な財務基盤を有しています。反面、貴社のコーポレート
　　ガバナンス・ポリシーで重点指標として掲げられている、純資産利益率(ROE)改善の観点から、資本の効率化が
　　望まれます。従いまして、資本効率化策の一つとして一株当たり80円の配当を提案します。同金額は貴社の平成
　　30年９月末の純資産を元にした純資産配当率(DOE)で2.0%相当で、その水準を安定的に継続することは可能で
　　あり、妥当なものであると考えます。

　　（注）以上は、提案株主様から提出された議案内容および提案理由を原文どおり記載したものです。

［当社取締役会の意見］

反 対 取締役会としては、次の理由により本議案に 反対いたします。

　　　当社取締役会としては、本議案に反対いたします。
　　　当社は現在３年連続の営業赤字であり、本株主総会以降も、当社にとって引き続き厳しい経営環境が続くもの

と思われますが、当社は、株主各位のご支援に報いるため、安定的かつ継続的に利益還元を行うことを基本方針
としており、会社提案である普通株式１株につき40円の配当は当該基本方針に沿うものです。

　　　また、当社は、今後の成長戦略として、既存事業の強化、新規事業の開発、バリューチェーン全体にわたるデ
ジタル化の推進、Ｍ＆Ａ、等への投資を進めてまいります。これらの成長戦略実行のための資金を機動的に活用
できるよう、一定の財務基盤を確保することが必須であると認識しており、中長期的に当社の企業価値を向上さ
せ、ひいては株主の皆様の利益に資するものと考えます。

　　　このような観点から、当社取締役会としては、会社提案である普通株式１株につき40円の配当が妥当であると
考えており、普通株式１株につき80円を配当するよう求める本議案につきましては、反対いたします。

　　（注）本議案は、第１号議案に対する修正提案ですので、双方に賛成されないようご留意ください。共に賛成さ
　　　　　れた場合は、第１号議案および第９号議案の双方につき無効として取り扱います。

以　上
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（提供書面）

事業報告（2018年１月１日から2018年12月31日まで）

1 企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過および成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、保護主義的な通商政策への注意を要する等のリスク要因はあるものの景
気は緩やかに拡大を続けており、輸出は海外経済の成長に伴い増加基調にあります。内需についても企業収益が過
去最高水準で推移し、設備投資は増加傾向が続いております。
　当アパレル・ファッション業界におきましては、消費者の節約志向は依然として続いており、Eコマース分野は
好調に推移しておりますものの、百貨店を中心とした小売業態においては、夏の猛暑、台風や地震といった災害等
自然的要因もあり、国内消費は大変厳しい推移となりました。
　このような経営環境のなかで、当社グループは当連結会計年度において、経営計画「Sanyo Innovation Plan 
2017」２年目の定量計画を実現すべく其々のブランド単位における事業戦略を実行しました。しかしながら、第２
四半期までの業績進捗に鑑み、当経営計画における２年目の定量計画の修正を含めた「今後の成長戦略について」
を発表しました。その中で希望退職制度の実施を含めた「構造改革」と今まで抑制してきたマーケティング施策等
の成長投資を含めた「成長戦略」を掲げて、第３四半期以降の業績改善を目指しました。
　この結果、当連結会計年度の売上高は590億９千万円（前年比5.5％減）、営業損失は21億７千６百万円（前年は
19億７百万円の営業損失）、経常損失は19億５千万円（前年は19億４千１百万円の経常損失）、親会社株主に帰
属する当期純損失は８億１千９百万円（前年は10億２千５百万円の親会社株主に帰属する当期純損失）となりまし
た。

当社グループは、2018年10月30日に経営計画の定量計画の修正を含めた「今後の成長戦略について」を発表し、
あらためて「お客様」を中心とした“お客様価値の創造”と“お客様価値の最大化”を実現することを当社グループが
目指すべき方向性と定めました。そのうえで、「Future Sanyo Vision」として当社グループの目指す姿を「ジャ
パン・プレミアム・ファッションカンパニー」と定義しました。日本のクラフトマンシップに基づく圧倒的なもの
づくりの実現と、高品質・高付加価値商品を買いやすい価格で提供することで、「ジャパン・プレミアム・ファッ
ションカンパニー」を実現し、お客様から信頼されご支持いただける商品・サービスの提供に努めてまいる所存で
ございます。

部門別売上の状況

区　分 売上高 構成比率 前年比増減率

紳士服・洋品 19,797 百万円 33.5 ％ △5.9 ％

婦人服・洋品 31,062 52.6 △4.8

服飾品他 8,230 13.9 △7.4

合　計 59,090 100.0 △5.5

25
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(2) 設備投資の状況
　当連結会計年度における設備投資は、出店等による店舗設備および本社新別館ビルの建設等で総額17億７千６百
万円であります。

(3) 資金調達の状況
　当連結会計年度において、メインバンクとコミットメントラインを、また取引各行とシンジケートローンを設定
しております。

(4) 重要な企業再編等の状況
　当連結会計年度において、ルビー・グループ株式会社の発行済株式数の80％を取得したことにより、2018年４
月30日から連結子会社といたしました。
  また、サンヨーショウカイニューヨーク,ＩＮＣ.につきましては、これまで北米百貨店市場向けコートの卸売事業
を展開しておりましたが、事業環境の変化に伴う構造的な収益の悪化が解消しないことから、2019年12月末をめ
どに現地法人を清算することを決議いたしております。

(5) 対処すべき課題
　当社グループは、2017年度に新経営計画として発表した「Sanyo Innovation Plan 2017」における「構造改
革」と「成長戦略」をさらに推し進めるために、2018年10月30日に定量計画の修正を含めた「今後の成長戦略に
ついて」を発表しました。「Sanyo Innovation Plan 2017」で発表した＜Vision／Mission＞＜行動指針＞をよ
り深化させて、あらためて「お客様」を中心とした“お客様価値の創造”と“お客様価値の最大化”を実現することを
当社グループが目指すべき方向性と定めました。そのうえで、「Future Sanyo Vision」として当社グループの目
指す姿を「ジャパン・プレミアム・ファッションカンパニー」と定義しました。

　＜経営理念＞
　ファッションを通じ美しく豊かな生活文化を創造し、社会の発展に貢献する。

　＜目指すべき方向性＞
　　「お客様価値の創造」と「お客様価値の最大化」

　・お客様のニーズと期待に応え、常にお客様にとって価値のある“商品・売場環境・接客/サービス・コミュニケ
ーション”を創造し提供する

　・「サステナビリティ」を意識した事業展開で“持続可能な社会の実現”を目指す

26
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　＜三陽商会の目指す姿　Future Sanyo Vision＞
　「ジャパン・プレミアム・ファッションカンパニー」

　・日本のクラフトマンシップに基づく、圧倒的なものづくりの実現
　-製造工程の一部/全部を日本に置き、日本固有のクラフトマンシップに則った高品質なモノづくりを行う

　・高品質・高付加価値商品を買いやすい価格で提供
　-ラグジュアリーとアフォーダブルの中間に位置し、既存ブランドや企業にはない新たな価値を適正な価格で消

費者に提供

　＜重点戦略＞
　1.世界に誇るクラフトマンシップを強みとし、ブランディングとマーケティングの強化を通じたプレミアムブランド化
　2.バリューチェーン全領域でのデジタルトランスフォーメーションの推進
　3.積極的なM&A・資本業務提携を通じた成長加速

　　2018年下期以降において、以下の事業戦略を実行することにより、事業計画の確実な達成を目指しております。
　1.組織構造改革

　・事業ユニット制の導入、ユニット別損益責任の明確化
　・営業・販売組織のチャネル別再編による営業・販売体制の最適化

　2.コスト構造改革
　・本社人件費の適正化（2018年12月　希望退職制度実施）
　・成長投資の更なる強化

　-販売費、設備費、システム・デジタル関連投資
　3.成長戦略加速

　・マーチャンダイジング/マーケティング連動強化・全社横断マーケティング施策の強化
　・20代後半から30代前半の女性をメインターゲットとする新ブランドの立ち上げ
　・三陽銀座タワーのリニューアル
　・バリューチェーン全領域でのデジタル活用
　・Eコマースチャネルの成長加速

　　なお、経営計画「Sanyo Innovation Plan 2017」「今後の成長戦略について」の詳細については、当社ホーム
ページ→企業情報→投資家情報→決算短信（https://www.sanyo-shokai.co.jp/company/ir/statement.html）
に掲載しておりますのでご覧ください。
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　いわゆる事業等のリスク情報につきましては、下記のとおりであります。

１. ファッション商品の特性について
　当社グループの主力商品の大部分はファッション衣料および服飾品であります。ファッション商品の販売はそ
の特性上、流行に左右されやすい傾向があります。当社グループは消費者ニーズの変化に対応するべく、商品企
画の更なる刷新と市場情報収集力の強化に努めております。今後とも商品力の強化により売上拡大を図っていく
方針でありますが、流行の急激な変化によっては、当社グループの経営成績に影響をおよぼす可能性があります。

２. 知的財産権の使用について
　当社グループは現在数社の海外ブランドと提携し、提携先所有の知的財産権を使用したブランド（ライセンス
ブランド）の衣料および服飾品を販売しております。現在、これらのライセンスブランドの総売上高は当社グル
ープの売上高の過半を占めております。当社グループといたしましては、これらの海外ブランドとは密接で良好
な関係を構築し維持しており、今後とも売上拡大を図ってまいります。しかしながら、契約更改時における契約
更改条件等によっては、当社グループの経営成績に影響をおよぼす可能性があります。

３. 気象状況や経済状況等について
　ファッション衣料および服飾品は、気象状況あるいは経済状況の変化の影響を受けやすく変動しやすいため、
種々の変化に対応できるよう、クイックレスポンス体制（短サイクル生産体制および期中追加企画、生産体制）
等による対応を図っております。しかしながら、冷夏暖冬などの天候不順や予測不能な気象状況あるいは経済環
境の変化等により、当社グループの経営成績に影響をおよぼす可能性があります。

４. 品質管理について
　当社グループは厳しい品質管理基準にしたがって各種製品を提供しておりますが、予測しえない品質トラブル
や製造物責任に係わる事故が発生した場合は、企業およびブランドイメージが損なわれ、当社グループの経営成
績に影響をおよぼす可能性があります。

５. 情報管理について
　当社グループは直営店および百貨店等の店頭での顧客管理、ならびに自社Eコマース等の会員顧客管理上、多
くの個人情報を保有しております。これらの情報の管理・取扱いについては当社コンプライアンス委員会、内部
統制委員会で社内ルールを決定し、管理体制を整え万全を期しております。しかしながら、情報流出や漏洩が発
生した場合は、当社グループの社会的信用を低下させ、当社グループの経営成績に影響をおよぼす可能性があり
ます。
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　上記の他にその他の一般的なリスクとして、取引先の破綻による貸倒れ、災害、事故、法的規制および訴訟等、
さまざまなリスクが考えられます。

　今後の見通しにつきましては、わが国経済は、米中貿易問題の長期化やそれにともなう中国景気の減速、国内で
は2019年秋に予定の消費増税による影響など懸念材料はあるものの、企業業績や雇用・所得環境の改善が見られ
るなかで、緩やかな回復基調が続くことが予想されます。
　このような情勢のなかで、当社グループは、2018年10月30日に発表した「今後の成長戦略について」のもと、
組織構造改革、コスト構造改革、成長戦略加速からなる事業戦略を実行することにより確実な業績回復を目指す所
存でございます。

　株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

(6) 財産および損益の状況の推移

区　　分
第73期

自 2015年 1 月 1 日
至 2015年12月31日

第74期
自 2016年 1 月 1 日
至 2016年12月31日

第75期
自 2017年 1 月 1 日
至 2017年12月31日

第76期
（当連結会計年度）
自 2018年 1 月 1 日
至 2018年12月31日

売上高 (百万円) 97,415 67,611 62,549 59,090

経常利益又は経常損失 (△) (百万円) 7,036 △8,196 △1,941 △1,950

親会社株主に帰属する
当期純利益又は親会社株主
に帰属する当期純損失 (△)

(百万円) 2,595 △11,366 △1,025 △819

1株当たり当期純利益金額
又は1株当たり
当期純損失金額 (△)

(円) 206.44 △904.28 △81.62 △65.21

総資産 (百万円) 99,697 80,764 75,549 73,792

純資産 (百万円) 65,147 49,551 48,835 45,427
(注) 2017年7月1日を効力発生日として普通株式10株につき1株の割合で株式併合を実施したため、第73期の期首に当該株式併合が行われたと仮定

し、1株当たり当期純利益金額又は1株当たり当期純損失金額を算定しております。
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(7) 親会社および重要な子会社の状況
① 親会社の状況
　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

サンヨーアパレル㈱ 100 百万円 100.0 ％ 衣料品の販売
サンヨーショウカイニューヨーク,INC. 1,000 千米ドル 100.0 ％ 衣料品の販売
上海三陽時装商貿有限公司 155,484 千元 100.0 % 海外生産支援業務

ルビー・グループ㈱ 174 百万円 80.0 ％ Ｅコマースサイト運
営支援

(注)１. サンヨーショウカイニューヨーク,INC.につきましては、これまで北米百貨店市場向けコートの卸売事業を展開しておりましたが、事業環境の
変化に伴う構造的な収益の悪化が解消しないことから、2019年12月末をめどに現地法人を清算することを決議いたしております。

２. 当連結会計年度において、ルビー・グループ㈱の発行済株式数の80％を取得したことにより、2018年４月30日から連結子会社といたしまし
た。

(8) 主要な事業内容（2018年12月31日現在）

区　分 主要品目
紳士服・洋品 コート・スーツ・ジャケット・スラックス・セーター・シャツ等
婦人服・洋品 コート・ドレス・スーツ・ジャケット・スカート・セーター・シャツ・ブラウス等
服飾品他 バッグ・ベルト・傘・ハンカチ・アクセサリー等

(9) 主要な事業所（2018年12月31日現在）

会　社　名 区　分 名　称 所在地

㈱三陽商会 当　社

本社
本社新別館ビル
大阪支店
名古屋支店
福岡支店
札幌営業所
三陽銀座タワー

東京都新宿区
東京都新宿区
大阪府大阪市中央区
愛知県名古屋市中区
福岡県福岡市博多区
北海道札幌市中央区
東京都中央区

サンヨーアパレル㈱ 子会社 本社 神奈川県横浜市中区
サンヨーショウカイニューヨーク,INC. 子会社 本社 米国ニューヨーク市
上海三陽時装商貿有限公司 子会社 本社 中国上海市
ルビー・グループ(株) 子会社 本社 東京都新宿区
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(10) 従業員の状況（2018年12月31日現在）
① 企業集団の従業員の状況

区　　　分 従　業　員　数 前連結会計年度末比増減
男　　　性 　　　　　813 名 232 (増) 名

女　　　性 　　　　　991 581 (増)
合　　　計 　　　　1,804 813 (増)

(注) 1. 上記従業員数の他に期中平均人員2,154名の嘱託および臨時販売員を雇用しております。
2. 従業員数の増加は、約3,000名の臨時販売員のうち約800名の正社員化によるものであります。
3. 上記従業員数には、2018年12月31日付の希望退職者247名を含んでおります。

② 当社の従業員の状況
区　　　分 従業員数 前期末比増減 平均年令 平均勤続年数
男　　　性 782 名 212 (増) 名 43.4 才 17.2 年

女　　　性 952 558 (増) 39.6 13.3
合計または平均 1,734 770 (増) 41.3 15.0

(注) 1. 上記従業員数の他に期中平均人員2,101名の嘱託および臨時販売員を雇用しております。
2. 従業員数の増加は、約3,000名の臨時販売員のうち約800名の正社員化によるものであります。
3. 上記従業員数には、2018年12月31日付の希望退職者247名を含んでおります。

(11) 主要な借入先の状況（2018年12月31日現在）

借　入　先 借　入　額
㈱三菱UFJ銀行 5,000 百万円

三井住友信託銀行㈱ 2,000 百万円

㈱三井住友銀行 1,000 百万円

㈱みずほ銀行 1,000 百万円
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2 会社の株式に関する事項（2018年12月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 40,000,000株

(2) 発行済株式の総数 12,566,561株
(自己株式56,373株を除く)

(3) 株主数 14,388名

(4) 大株主（上位10名）
株　主　名 持　株　数 持  株  比  率

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱
(三井住友信託銀行再信託分・三井物産㈱退職給付信託口) 757

千株
6.03

％

MSCO CUSTOMER SECURITIES 633 5.04
SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 541 4.31
日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 525 4.18
日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口） 461 3.67
八木通商㈱ 460 3.66
三菱商事㈱ 446 3.56
㈱三越伊勢丹 416 3.31
日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口９） 409 3.26
㈱三菱UFJ銀行 360 2.87
(注) 持株比率は自己株式56,373株を控除して計算しております。

3 新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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4 会社役員に関する事項
(1) 取締役および監査役の状況（2018年12月31日現在）

地　　　位 氏　　　名 担当および重要な兼職の状況
代表取締役社長 岩 田 　 功 兼 社長執行役員 経営統轄本部長
代 表 取 締 役 齊 藤 　 晋 兼 専務執行役員 事業本部長
取 締 役 荒 居 　 徹 兼 常務執行役員 事業本部副本部長 企画管掌
取 締 役 中 山 雅 之 兼 常務執行役員 人事総務本部長
取 締 役 松 田 清 人 SCSK㈱ 社外取締役、トパーズ・キャピタル㈱ 取締役会長
取 締 役 矢 野 雅 英
取 締 役 椎 名 幹 芳
常 勤 監 査 役 田 中 秀 文
常 勤 監 査 役 伊 藤 六 一
監 査 役 玉 井 　 泉
監 査 役 三 浦 孝 昭 公認会計士、盟和産業㈱ 社外取締役

(注) 1. 取締役　松田清人氏、矢野雅英氏および椎名幹芳氏は、社外取締役であります。
2. 監査役　玉井泉氏および三浦孝昭氏は、社外監査役であります。
3. 監査役　三浦孝昭氏は、公認会計士として財務および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
4. 当社は、取締役　松田清人氏、矢野雅英氏および椎名幹芳氏ならびに監査役　玉井泉氏および三浦孝昭氏を東京証券取引所の定めに基づく独

立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
5. 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名を選任しております。

　補欠監査役　和田　孝夫
6. 中村幹男氏は、2018年３月29日開催の第75期定時株主総会の終結のときをもって辞任により監査役を退任しております。

(2) 責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第1項に基づき、各社外取締役および各監査役との間で、法令の定める限度まで、社外取
締役および監査役の責任を限定する契約を締結しております。

(3) 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の総額
区　　　分 支 給 人 員 支　給　額
取　締　役 8名 151百万円
監　査　役 5名 52百万円
合　　　計

(うち社外役員分)
13名
(5名)

203百万円
(40百万円)
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5 社外役員に関する事項
(1) 社外役員の重要な兼職の状況等

氏　名 重要な兼職先 当社との関係

取締役 松 田 清 人
SCSK㈱ 社外取締役
トパーズ・キャピタル㈱ 取締役会長

特別の関係はありません。
特別の関係はありません。

取締役 矢 野 雅 英 ― ―
取締役 椎 名 幹 芳 ― ―
監査役 玉 井 　 泉 ― ―
監査役 三 浦 孝 昭 盟和産業㈱ 社外取締役 特別の関係はありません。

(2) 社外役員の主な活動状況
氏　名 取締役会および監査役会への出席および発言の状況

取締役 松 田 清 人 当期開催された取締役会16回のすべてに出席し、企業経営者としての豊富な経験に基づ
き、議案の審議に必要な発言を適宜行いました。

取締役 矢 野 雅 英 当期開催された取締役会16回のうち15回に出席し、企業経営者としての豊富な経験に基
づき、議案の審議に必要な発言を適宜行いました。

取締役 椎 名 幹 芳 当期開催された取締役会16回のうち12回に出席し、企業経営者としての豊富な経験に基
づき、議案の審議に必要な発言を適宜行いました。

監査役 玉 井 　 泉
当期開催された取締役会16回のすべてに、監査役会13回のすべてに出席し、企業経営者
としての豊富な経験に基づき、社外監査役として中立かつ客観的観点から議案の審議に
必要な発言を適宜行いました。

監査役 三 浦 孝 昭
当期開催された取締役会16回のうち15回および監査役会13回のすべてに出席し、公認
会計士としての豊富な経験に基づき、社外監査役として中立かつ客観的観点から議案の
審議に必要な発言を適宜行いました。
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6 会計監査人に関する事項
(1) 名称　　有限責任 あずさ監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 公認会計士法（1948年法律第103号）第2条第1項の業務に係る報酬等の額 60百万円
② 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 62百万円
(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を区分しておらず、実質的に

も区分できないため、上記①の金額にはこれらの合計額を記載しております。
2. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および監査報酬見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必

要な検証を行ったうえで、会計監査人の監査報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容
　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務（非監査業務）である商標使用料に関
する合意された手続業務等を委託しております。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出
する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役会は監査役
全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集
される株主総会において、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告いたします。
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7 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要
(1) 当社の取締役、執行役員および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保

するための体制
①　取締役会は、法令・定款および取締役執務規程等に従い、経営に関する重要事項を決定するとともに、取締役

の職務執行を監督しております。
②　社長直轄の内部監査室は、内部監査規程に基づき業務全般に関して法令・定款および社内規程等の遵守状況、

職務執行の手続の妥当性について、作成した計画に基づいて定期的に内部監査を実施し、社長および監査役に対
して、その結果を報告しております。

③　コンプライアンス委員会、内部統制委員会、内部監査室の活動を通じ、コンプライアンス体制の充実を図って
おります。

④　CSR基本方針、企業行動基準、就業規則、コンプライアンス規程、重要情報の適時開示と内部者取引防止規程
等、行動規範に結びつく各種の規程、基準等を備え、その周知徹底を図っております。

⑤　社内取締役、執行役員を対象に、外部専門家による「コンプライアンスから見た役員のマネジメント」と「内
部統制の活用法」に関する講義を行いました。また、新任の社内取締役、執行役員に対しては、上記講義とは別
に、「社内取締役、執行役員が認識すべき義務と責任の理解」をテーマとした特別研修を行うことを義務化して
おります。また、新任の社内取締役に対し、Eラーニングによる研修を実施し、新任の執行役員に対しては、上
記テーマに則った研修を人事部にて開催いたしました。

⑥　当社および子会社の取締役、執行役員および使用人が法令・定款および各種社内規程等に違反する行為を発見
した場合、職制を通じての報告のほか、当社内の通報窓口または社外の顧問弁護士を通じて当社に通報できる社
内通報制度（三陽アラーム制度）により、代表取締役社長を含む経営陣およびコンプライアンス委員長に速やか
に報告が上がるよう体制を整備しております。

⑦　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体に対しては、組織全体として毅然とした態度で
対応し、これら勢力および団体とは一切関わらない方針を貫いております。

(2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　取締役の職務の執行・意思決定に関わる取締役会議事録、経営会議議事録、執行役員会議事録、稟議書、各種申
請書および契約書等を文書保存規程の定めるところにより作成・保存し、また、それら文書の管理体制を整備して
おります。
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(3) 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　当社の業務に関連するリスクとして、「犯罪リスク」、「PL関連リスク」、「営業リスク」、「労務管理リス

ク」、「市場リスク」および「災害リスク」等が考えられますが、かかるリスクに基づく損失の発生防止のため
の各種規程およびマニュアルを策定するとともに、コンプライアンス委員会、内部統制委員会を通じて危機管理
についての社内啓発・教育を実施しております。また当該損失の防止策が実効的に機能することを確保するため、
内部監査室はその状況について監視しております。

②　損失の危険が発生した場合は、危機管理規程に則り、危機管理委員会がその種類に応じて対応しております。
③　リスク管理の中核となる責任者として「コンプライアンス委員長」を任命し、同委員長は社内のあらゆる情報

にアクセス権を有し、社外取締役および監査役会への当該関連案件の報告義務を負っています。またコンプライ
アンスリスク対応機能を分離独立させる観点から、コンプライアンス委員長の下にコンプライアンス委員会を設
置し、四半期に1回、各期末を原則として開催しております。

④　損失の危険の管理に関する委員会等の名称と役割は次のとおりです。
『危機管理委員会』
　「犯罪リスク」、「PL関連リスク」、「営業リスク」、「労務管理リスク」、「市場リスク」、「災害リス
ク」の発生時において、各種リスク毎に定めた関係部門による対策本部を組織し、適切な管理体制を構築し運営
しております。
　また、上記以外の新たなリスクの発生時には、危機管理委員長が必要に応じて別途対策本部を定め、適切な管
理体制を構築し運営しております。
『コンプライアンス委員会』
　同委員会においては、四半期毎に認識された下記の各種リスクに関する懸念事項を共有し、適宜問題の解決を
図っております。
　＜コンプライアンス委員会が検討する各種リスク＞
　1. 法令違反行為全般に関するリスク
　2. 企画・製造・販売の事業活動に関する取引先リスク
　3. 金銭授受、支払い、インサイダー、税務に関するリスク
　4. 資産管理・活用、株主対応に関するリスク
　5. 個人情報をはじめとする情報資産の漏洩リスク
　6. マーケットおよび消費者対応に関するリスク
　7. 労務案件に関するリスク
　8. 内部監査、内部統制運用から生じた懸念事項に関するリスク
　9. その他
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　また同委員会の討議内容について、第三者視点による透明性を確保する観点から、常勤監査役、外部弁護士が
陪席するほか、必要に応じて社外役員と情報共有を図ることとし、問題点に関し適切な助言を得られるよう体制
を整備しております。
『内部統制委員会』
　危機発生のリスクの分析・評価を行い、危機発生時に適切な対応を行うための基盤整備を平時から行っており
ます。
『内部監査室』
　危機管理体制に関する監視を行っております。
『法務部』
　コンプライアンスリスク発生時に窓口部門として危機管理委員会の招集の要否を判別し、迅速かつ適切な対応
を実行しております。
　また、社内通報制度（三陽アラーム制度）の社内窓口部門として機能しております。

(4) 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　連結ベースの中期経営計画および年度事業計画を策定し、諸施策を推進しております。
②　「取締役執務規程」により取締役の責務を明確にし、組織運営・業務推進の効率性を求めております。
③　取締役（社外取締役を除く）および取締役会が任命する者で構成される経営会議を設置し、会社に影響をおよ

ぼす重要事項についての多面的な検討と意思決定を行っております。
④　取締役会により選任された執行役員に業務執行権限を委譲し、業務の効率的運用を行っております。

(5) 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①　子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制および当該取締役等の職務の執行が効

率的に行われることを確保するための体制
◦当社グループの業務の適正性を確保するため、「関係会社管理規程」に基づき各子会社に対する当社の所管部

門およびその責任者を定め、必要に応じて当該所管部門の責任者または所属員を役員として派遣し、子会社の
取締役等の職務の効率的な執行状況を管理するとともに、重要事項が当社の取締役会に適切に報告される体制
を整備しております。

②　子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
◦各子会社の当社所管部門およびその責任者は、子会社の業務に関連するリスクについて、これを評価し、対応

するための継続的統制を組織的に行い、かかるリスクに関する重要な情報が当社の取締役会に適時に報告され
る体制を構築・維持しております。さらに、重要な契約の締結等については、当社の法務部が連携し適宜審査
を行っております。
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③　子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
◦子会社のコンプライアンス体制の充実を図るため、当社の内部監査室は子会社のリスク管理体制を監視すると

ともに、適正な取引や会計処理を確保するため十分な情報交換、聴取を行っております。また、当社の監査役
が子会社の監査に関与し、あるいは必要に応じ当社常勤監査役が子会社の監査役を兼務するなどして、当社と
同等の業務の適正を確保する体制を整備しております。
◦法令・定款違反等を未然に防止するため、子会社の使用人等から内部通報が寄せられた場合は、当社は、三陽

アラーム制度規程に則し適切に対応しております。

(6) 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する事項

①　監査役監査基準および監査役会規則に則り、使用人の中から監査役の職務を補助すべき使用人（以下「補助使
用人」という）を選任し監査役補助の任にあてております。

②　取締役、執行役員および使用人は、補助使用人が監査役の指示により監査に必要な情報、資料の提供等を求め
た場合においては、当該情報等の提供に速やかに応じるなど、補助使用人が行う業務の推進に協力しております。

(7) 補助使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項および当社の監査役の補助使用人に
対する指示の実効性確保に関する事項

①　監査役業務に関しては、補助使用人は取締役および補助使用人の属する組織の上長等の指揮命令は受けないこ
ととしております。

②　監査役監査基準および監査役会規則に則り、補助使用人の人事異動および雇用条件等に関する事項は、監査役
と事前の協議を行うものとしております。

(8) 当社の監査役への報告に関する体制
①　当社の取締役、執行役員および使用人は、監査役の要請に応じ、以下につき監査役に適時報告しております。
◦定例的報告事項
経営の状況、事業の遂行状況、財務の状況、内部監査室が実施した監査の結果等。
◦臨時的報告事項

　会社に著しい損害をおよぼす恐れのある事実、取締役、執行役員および使用人の職務遂行に関して不正または法
令・定款および各種社内規程等に違反する重大な事実、三陽アラーム制度に基づき通報された事実、重要な訴訟・
係争および行政処分等に関する事実。

②　当社の代表取締役は定例的に実施されるミーティングにおいて、必要事項について監査役と意見交換を行って
おります。
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③　当社の監査役が子会社の監査に関与し、あるいは必要に応じ当社常勤監査役が子会社の監査役を兼務するなど
して、当社の子会社の取締役、監査役および使用人が、当社の監査役に直接報告できる体制を整備しております。
また、子会社の使用人等から三陽アラーム制度に基づき通報された内容については、同制度の窓口部門である当
社法務部が取りまとめ、定期的に当社監査役に報告しております。

(9) 前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確
保するための体制

①　当社は、当社の監査役へ報告を行った当社および子会社の役職員に対し、当該報告をしたことを理由として不
利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社および子会社の役職員に周知徹底しております。

②　三陽アラーム制度規程において、通報者の保護を優先事項としてその旨を定め、また、三陽アラーム制度規程
に基づく通報者に対して、当該通報をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止しております。

 

(10) 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職
務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査役会が職務の執行上必要と認める費用について毎年予算を計上するとともに、監査役がその職務の
執行について支出した費用等に関して、監査役から請求があった場合には、速やかに当該費用または債務の適切な
処理を行っております。

(11) その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　監査役は、以下の重要な会議に出席するほか、業務執行に関する以下の重要な資料を閲覧できることとしてお

ります。
◦監査役が出席する会議

　取締役会、経営会議、執行役員会、予算編成会議、月次モニタリング、コンプライアンス委員会、CSR推進
委員会等の重要な会議。
◦監査役が閲覧できる資料

　代表取締役が決裁するもの、法令等遵守に関するもの、リスク管理に関するもの、内部監査に関するもの、
重要な会計方針の変更に関するもの、重要な訴訟・係争に関するもの、重要な事故・苦情・トラブルに関する
もの、その他の重要な決裁書類。

②　取締役は、監査役の監査が実効的に行われるよう、監査役が法務、会計等の専門家から適切なアドバイスを得
られる環境を整備するとともに、監査役と内部監査室および会計監査人との連携体制を推進しております。
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(12) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。
①　コンプライアンス等

　CSR基本方針、企業行動基準等、行動規範に結びつく社内規程について、通達等の適宜の方法により注意喚起
を促すなど、従業員に対して周知徹底を図りました。また、各種リスクを所管する部門の責任者で構成されるコ
ンプライアンス委員会を4回開催し、各部門が抱える潜在リスクを抽出するとともに、その解決策を検討の上、
全社的に連絡事項の伝達を行いました。なお、内部統制委員会および内部監査室は、それぞれ独立の視点でコン
プライアンス体制の運用状況を確認いたしました。
　また、法令・定款および各種社内規程等に違反する行為の未然防止と早期発見を図るべく、内部通報制度（三
陽アラーム制度）の運用をグループ全体で継続し、取組みを強化しております。

②　取締役の職務執行
　当社は、法令・定款および取締役執務規程等に従い、原則月1回の定例取締役会を、また、必要に応じて臨時
取締役会を開催し、法令または定款に定められた事項および経営上重要な事項の決議等を行うとともに、取締役
の職務執行の監督を行いました。さらに、当社においては社外取締役も選任し、取締役会による当社取締役の職
務執行の監督機能を強化しております。
　また、当社は、取締役会開催前には、経営会議において、取締役会付議事項について多面的に検討を加えると
ともに、取締役会終了後は、執行役員会において、取締役会での決定事項等を全執行役員に報告し共有を図るこ
とで、取締役の職務執行の効率性を確保しております。

③　監査役の職務執行
　監査役は、取締役会への出席ならびに常勤監査役による経営会議、執行役員会、予算編成会議、月次モニタリ
ング、コンプライアンス委員会およびCSR推進委員会その他の重要な会議への出席や、定期的に行われる取締役
と監査役との意見交換会等を通して、忌憚なく監査し助言を行っております。また、監査役は、取締役、執行役
員および使用人からの定例および臨時の報告を通じて、当社の内部統制の整備、運用状況等について確認を行う
とともに、会計監査人との定期的なミーティングや、内部監査室からの報告を受けることにより、連携体制を推
進しつつ監査の実効性を確保しております。

④　内部監査
　当社では、内部監査室が定期的に監査計画を策定の上、業務全般に関して法令・定款および社内規程等の遵守
状況、職務執行の手続の妥当性についてグループ全体の内部監査を実施し、その結果を取締役および監査役に報
告しております。

⑤　子会社管理
　当社は、「関係会社管理規程」に基づき、すべての子会社に当社所管部門の責任者または所属する従業員を役
員として派遣しており、子会社から重要事項等の報告を適宜受けております。また、当社の常勤監査役が子会社
の監査役を兼務するなど子会社の監査に関与し、定例的に開催される当社監査役会において子会社の監査内容を
報告しております。

（注）本事業報告中の記載金額および数量は、表示単位未満の端数を切り捨てております。
比率その他については、表示桁未満の端数がある場合、これを四捨五入しております。
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連結計算書類

連結貸借対照表 (2018年12月31日現在) (単位：百万円)

科目 金額 科目 金額
(資産の部)
流動資産

現金及び預金
受取手形及び売掛金
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物及び構築物
土地
リース資産
その他

無形固定資産
借地権
商標権
ソフトウエア
のれん
その他

投資その他の資産
投資有価証券
敷金及び保証金
その他
貸倒引当金

41,007
18,077
6,560

14,145
123
284

9
1,829
△24

32,784
13,775
5,139
7,335

315
985

3,003
695
392
118

1,741
55

16,005
13,542
2,236

249
△22

(負債の部)
流動負債 17,064

支払手形及び買掛金 8,596
1年内償還予定の社債 32
短期借入金 1,027
リース債務 96
未払消費税等 15
未払法人税等 209
賞与引当金 322
返品調整引当金 70
その他 6,694

固定負債 11,299
社債 52
長期借入金 8,000
リース債務 249
長期未払金 186
繰延税金負債 1,920
再評価に係る繰延税金負債 540
退職給付に係る負債 322
その他 27

負債合計 28,364
(純資産の部)
株主資本 40,891

資本金 15,002
資本剰余金 10,060
利益剰余金 16,079
自己株式 △251

その他の包括利益累計額 4,430
その他有価証券評価差額金 4,437
繰延ヘッジ損益 △4
土地再評価差額金 △316
為替換算調整勘定 125
退職給付に係る調整累計額 189

非支配株主持分 106
純資産合計 45,427

資産合計 73,792 負債及び純資産合計 73,792
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連結損益計算書 (2018年1月1日から2018年12月31日まで) (単位：百万円)

科目 金額

売上高 59,090
売上原価 30,506

売上総利益 28,583
販売費及び一般管理費 30,759

営業損失 2,176
営業外収益

受取利息及び配当金 373
その他 69 442

営業外費用
支払利息 99
為替差損 29
持分法による投資損失 77
その他 11 217
経常損失 1,950

特別利益
固定資産売却益 4,086
ゴルフ会員権売却益 12 4,099

特別損失
固定資産売却損 154
固定資産除却損 30
減損損失 107
関係会社株式売却損 35
事業構造改善費用 2,620 2,947

税金等調整前当期純損失 799
法人税、住民税及び事業税 85
法人税等調整額 △76 9
当期純損失 808
非支配株主に帰属する当期純利益 11
親会社株主に帰属する当期純損失 819
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連結株主資本等変動計算書
第76期 (2018年1月1日から2018年12月31日まで) (単位：百万円)

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 15,002 10,060 17,388 △248 42,203
連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △502 △502
親会社株主に帰属する当期純損失 △819 △819
自己株式の取得 △2 △2
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額 (純額) 12 12

連結会計年度中の変動額合計 － － △1,309 △2 △1,312
当期末残高 15,002 10,060 16,079 △251 40,891

(単位：百万円)

その他の包括利益累計額
非支配株主

持分 純資産合計その他
有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ

損益
土地再評価

差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益

累計額合計
当期首残高 6,576 0 △303 109 247 6,632 － 48,835
連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △502
親会社株主に帰属する当期純損失 △819
自己株式の取得 △2
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額 (純額) △2,139 △5 △13 15 △58 △2,201 106 △2,082

連結会計年度中の変動額合計 △2,139 △5 △13 15 △58 △2,201 106 △3,407
当期末残高 4,437 △4 △316 125 189 4,430 106 45,427

44

連結株主資本等変動計算書



2019/02/26 20:32:43 / 18456840_株式会社三陽商会_招集通知（Ｃ）

計算書類

貸借対照表 (2018年12月31日現在) (単位：百万円)

科目 金額 科目 金額
(資産の部)
流動資産

現金及び預金
受取手形
売掛金
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
前払費用
未収入金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物
構築物
機械及び装置
工具、器具及び備品
土地
リース資産

無形固定資産
借地権
商標権
ソフトウエア
その他

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
関係会社出資金
敷金及び保証金
その他
貸倒引当金

39,374
17,004

16
6,786

13,589
116
283
651
140
808

△22
33,152
13,708
4,969

128
58

901
7,335

315
1,262

695
392
118
55

18,181
13,510
2,462

0
2,089
1,156

△1,037

(負債の部)
流動負債 16,388

支払手形 2,443
買掛金 6,153
1年内返済予定の長期借入金 1,000
リース債務 94
未払金 2,648
未払費用 2,947
未払法人税等 165
預り金 296
賞与引当金 287
返品調整引当金 70
その他 283

固定負債 11,400
長期借入金 8,000
リース債務 246
長期未払金 184
繰延税金負債 1,920
再評価に係る繰延税金負債 540
退職給付引当金 481
その他 27

負債合計 27,789
(純資産の部)
株主資本 40,621

資本金 15,002
資本剰余金 10,018

資本準備金 3,800
その他資本剰余金 6,218

利益剰余金 15,851
その他利益剰余金 15,851

別途積立金 9,750
繰越利益剰余金 6,101

自己株式 △251
評価・換算差額等 4,116

その他有価証券評価差額金 4,437
繰延ヘッジ損益 △4
土地再評価差額金 △316

純資産合計 44,737
資産合計 72,526 負債及び純資産合計 72,526
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損益計算書 (2018年1月1日から2018年12月31日まで) (単位：百万円)

科目 金額

売上高 57,486
売上原価 30,033

売上総利益 27,452
販売費及び一般管理費 29,484

営業損失 2,031
営業外収益

受取利息及び配当金 381
受取賃貸料 12
その他 79 473

営業外費用
支払利息 98
賃貸費用 7
為替差損 13
その他 38 157
経常損失 1,716

特別利益
固定資産売却益 4,086
ゴルフ会員権売却益 12 4,099

特別損失
固定資産売却損 154
固定資産除却損 30
減損損失 89
関係会社株式売却損 90
事業構造改善費用 2,676 3,041

税引前当期純損失 658
法人税、住民税及び事業税 44
法人税等調整額 △69 △25
当期純損失 632
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株主資本等変動計算書
第76期 (2018年1月1日から2018年12月31日まで) (単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 15,002 3,800 6,218 10,018 9,750 7,222 16,972 △248 41,745
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △502 △502 △502
当期純損失 △632 △632 △632
自己株式の取得 △2 △2
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額 (純
額)

13 13 13

事業年度中の変動額合計 － － － － － △1,121 △1,121 △2 △1,124
当期末残高 15,002 3,800 6,218 10,018 9,750 6,101 15,851 △251 40,621

(単位：百万円)
評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金 繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 評価・換算

差額等合計
当期首残高 6,576 0 △303 6,274 48,019
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △502
当期純損失 △632
自己株式の取得 △2
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額 (純
額)

△2,139 △5 △13 △2,158 △2,144

事業年度中の変動額合計 △2,139 △5 △13 △2,158 △3,282
当期末残高 4,437 △4 △316 4,116 44,737
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監査報告

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
独立監査人の監査報告書

平成31年2月8日
株式会社　三　陽　商　会
　取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 田 中 　 敦 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 春 山 直 輝 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 江 本 博 行 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社三陽商会の平成30年1月1日から平成30年12月31日までの連
結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について
監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示す
ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ
る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査
を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法
人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目
的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ
た適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営
者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を
検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社三
陽商会及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正
に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
独立監査人の監査報告書

平成31年2月8日
株式会社　三　陽　商　会
　取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 田 中 　 敦 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 春 山 直 輝 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 江 本 博 行 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社三陽商会の平成30年1月1日から平成30年12月31日まで
の第76期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細
書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成
し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表
明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計
画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手
続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて
選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連す
る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの
評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書謄本
監　査　報　告　書

　当監査役会は、2018年1月1日から2018年12月31日までの第76期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成
した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
 

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締
役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

 

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、執行役員、内部
監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施
しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役、執行役員及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要

に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしまし
た。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から
事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及び
その子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に
定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、
取締役、執行役員及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意
見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成
17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告

の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年2月12日

株式会社三陽商会　監査役会

常勤監査役 田 中 秀 文 ㊞
常勤監査役 伊 藤 六 一 ㊞
社外監査役 玉 井 　 泉 ㊞
社外監査役 三 浦 孝 昭 ㊞

以　上
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Ｏｕｒ ＢＲＡＮＤ

「素材」「デザイン」「縫製」に
こだわる三陽商会オリジナルのブランド。

地球（環境）に配慮し、着る人を想い、
ウエアだけでなく

雑貨も含めたトータルコーディネートを提案。

「技」「匠」「粋」という
和の精神に基づいた日本人による
拘りの靴を提案。

創業以来の歴史と高い技術力を背景に、
日本を代表するコートブランドとして
伝統と革新を追求した商品を提案。
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Ｏｕｒ ＢＲＡＮＤ

上質で品のあるスタンダードアイテムに
時代性を加えたスタイルを提案。

国内外の優れたクリエイティブブランドに、
ラブレスだけのエクスクルーシブアイテムや

オリジナル商品を展開する、
直営のセレクトショップ。

世界に通じるモダンでハイクオリティーなコレクションを
高感度な女性のために提案。
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Ｏｕｒ ＢＲＡＮＤ

英国を代表する
アウターウエアブランド

「マッキントッシュ」の伝統を受け継ぎ、
高い品質とファッション性を併せ持った

オーセンティックな
トータルコレクションを提案。

洗練されたエレンガンスと
「コンテンポラリー・クラシック」をキーワードにした

スタイルを提案。
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←四ツ谷

←新宿

外堀通り
外壕

九段下→

飯田橋→

東館
西館会

教

地下鉄
市ヶ谷駅
6番出口
■

■ 亀岡八幡宮

南北線

住友市ヶ谷ビル ■
八幡前交番 ■

防衛省
■

地下鉄 市ヶ谷駅
4番出口　 

市ヶ谷駅

■

■

線
町
楽
有

都営新宿線JR総武線

ホテル
グランドヒル
市ヶ谷

地下鉄 市ヶ谷駅
７番出口

会場

株主総会会場ご案内図

【交 通】	 JR   総武線…………………………………市ヶ谷駅下車徒歩3分	
都営地下鉄　新宿線………………………市ヶ谷駅下車4番出口より徒歩3分	
東京メトロ　有楽町線／南北線…………市ヶ谷駅下車7番出口より徒歩3分

【会 場】	東京都新宿区市谷本村町4番1号	
ホテルグランドヒル市ヶ谷 東館3階 瑠璃

※会場が前回と異なっておりますので、お間違えのないようお願い申しあげます。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

駐車場のご用意はございませんので、お車でのご来場はご遠慮ください。


